
健康都市連合
Alliance for Healthy Cities

WHOの健康都市を推進する都市のネットワーク
　健康都市連合(Alliance for Healthy Cities)は、WHO(世界保健機関)西太平洋
地域事務局の呼びかけで2003年に創設されました。
都市に住む人々の健康を守り、生活の質を向上させるため健康都市に取り組む
都市のネットワークであり、各都市の経験を生かしながら、国際的な協働を通し
て健康都市の発展のための知識や技術を開発・共有しています。
11か国から193都市48団体が加盟（2020年5月現在）しており、日本からは34
都市と3団体が加盟しています。（年会費：US$500）
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●主な活動経緯
2003年
　フィリピンのマニラにて「健康都市
　連合」を発足。
2004年
　マレーシアサラワク州クチン市にて
　総会を開催。「健康都市連合憲章」を
　制定。
2006年
　中国蘇州市にて第2回総会・国際
　大会を開催。
2008年
　千葉県市川市にて第3回健康都市
　連合国際大会を開催。「健康都市
　いちかわ」を宣言。
2010年
　韓国江南区 (ソウル特別市)にて第4
　回健康都市連合国際大会を開催。
2012年
　 オーストラリアブリスベンにて 第5
　回健康都市連合国際大会を開催。
2014年
　香港にて「すべての政策に健康を」の
　テーマで第6回健康都市連合国際
　大会を開催。
2015年
　フィリピンマリキナ市にて健康都市
　サミットを開催
2016年
　韓国ウォンジュ（原州）にて第7回
　健康都市連合国際大会を開催。
2018年
　マレーシアのクチンで第8回健康
　都市連合国際大会を開催。
2021年
　香港で第9回健康都市連合国際大会
　を開催予定

クチン市での第1回総会

●目的
　健康都市活動により、都市住民の
健康と生活の質の向上を持続可能な
方法で推進すること。

●役員構成（2019年）
理事長　韓国ソウル特別市江東区
理事　マレーシアクチン市、愛知県
尾張旭市、香港葵青区 、オーストラリ
アニューサウスウェールズ州キアー
マ、 オーストラリアグリフィス大学環境
健康センター、フィリピン保健省首都
圏事務局、香港中文大学、台北健康
都市推進協会

●事務局
東京医科歯科大学大学院国際保健医
療事業開発学分野内

香港大会での大木大和市長の講演香港大会での健康都市活動支援機構主催のセッション

マリキナ市での第18回理事会香港大会での井崎流山市長の講演

ウォンジュ大会の理事会メンバー

クチン大会における総会クチン大会でのオープニング

ウォンジュ大会でパイオニア賞を受賞した千葉理事長
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健康都市連合日本支部
Japan Chapter of AFHC

日本におけるWHOの健康都市を推進する都市のネットワーク
健康都市連合日本支部は、健康都市連合に加盟していた沖縄県平良市

（現宮古島市）、千葉県市川市、愛知県尾張旭市、静岡県袋井市の4市が発起人
となり、2005年に発足しました。
日本支部は、健康都市に関する情報を広く提供するとともに、健康都市の実現に
賛同する都市等のネットワークを構築することにより、日本における各都市の地
域特性に応じた健康都市の実現に寄与することを目的としています。
42都市3団体が加盟（2019年6月現在）しています。（年会費：1万円）

千葉県
柏市　市川市　鎌ケ谷市　我孫子市

松戸市　流山市　野田市

北海道
網走市　帯広市

沖縄県　宮古島市

埼玉県　川口市

兵庫県　神戸市

大阪府
泉佐野市　吹田市

愛知県
名古屋市　 大府市　 長久手市　あま市

尾張旭市　田原市　 北名古屋市　愛西市

神奈川県　大和市

茨城県　笠間市

宮城県　大崎市

新潟県　妙高市

岐阜県　多治見市

東京都
台東区　西東京市

三重県　亀山市
静岡県

浜松市　袋井市

高知県
四万十市　須崎市

愛媛県
西予市　八幡浜市　伊予市

東温市　四国中央市

香川県　高松市

鹿児島県　南さつま市

健康都市連合日本支部加盟自治体・団体

団体　㈳MOAインターナショナル　  ㈱コーポレイトデザイン研究所　認定NPO法人健康都市活動支援機構
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●日本支部総会・大会の開催状況
2005年
　第１回　千葉県市川市
2006年
　第2回　千葉県市川市　
2007年
　第3回　愛知県尾張旭市
2008年
　第4回　岐阜県多治見市
2009年
　第5回　愛知県大府市
2010年
　第6回　静岡県袋井市
2011年
　第7回　愛知県名古屋市
2012年
　第8回　神奈川県大和市
2013年
　第9回　愛知県北名古屋市
2014年
　第10回　千葉県我孫子市
2015年
　第11回　愛媛県八幡浜市
2016年
　第12回　千葉県流山市
2017年
　第13回　北海道網走市
2018年
　第14回　千葉県松戸市
2019年
　第15回　香川県高松市
2020年
　第16回　大阪府泉佐野市（延期）

第15回日本支部総会（高松市）での集合写真

第11回大会（八幡浜市）での市民の出迎え 第12回大会（流山市）での市長パネル

●目的
　都市に住む人の健康を守り、生活
の質を向上させるため健康都市に取
り組んでいる都市のネットワークを
広げることで、各都市の経験を生か
しながら、国際的な協働を通して健
康都市の発展のための知識や技術を
開発すること

●役員
支部長　　千葉県松戸市長
副支部長　三重県亀山市長
副支部長　大阪府泉佐野市長　
監事　　　東京都台東区　　　　　
　
●部会
加盟促進　愛知県愛西市長　
広報　　　新潟県妙高市長　
　　　　　健康都市活動支援機構
　　　　　（海外部門）

●事業
①健康都市連合憲章の普及啓発
②健康都市連合への加盟促進
③WHO健康都市に関する普及啓発
④WHO健康都市に関する調査研究

第1回大会（市川市）のステージ 第10回大会（我孫子市）でエールに応える市長

第14回大会（松戸市）で市長にエールを送る参加者

第15回大会（高松市）での参加者交流会

第13回大会（網走市）での参加市長挨拶

第15回大会（高松市）での開催市活動報告
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健康都市連合（日本支部）
加盟のご案内

●加盟自治体への支援

　健康都市連合は、WHO（世界保健機関）が提唱する健康都市に賛同する都市のネットワークで
す。健康都市連合日本支部は、健康都市に関する情報を広く提供するとともに、日本における各都
市の地域特性に応じた健康都市の実現に寄与することを目的としています。
自治体が「人」、「まち」、「環境」の健康施策を推進するには、部門を超えた連携が不可欠であり、そ
の「柱」となるのが健康都市の概念です。健康都市連合日本支部は、普及啓発や交流事業を通じ
て、健康都市の理解から政策立案における取組体制や目標設定、アクションプログラム、フォロー
アップに至るプロセスを支援します。
同時に、SDGs（持続可能な開発目標）と融合した健康都市はオールジャパンの目標でもあること
から、国への政策提言を通してその実現に取組みます。

併せて民間の活力も導入しており、協力会員である認定NPO法人健康都市活動支援機構が「ヘル
シーパートナーズ」をはじめとする諸事業でバックアップします。

●加盟のメリット

＜健康都市連合日本支部による支援＞
①健康都市連合及び加盟自治体間の情報共有と交流
②日本支部大会及び国際大会への参加と発表
③健康都市政策の導入支援
④国の健康施策への提言と具体的な政策の実現

＜認定NPO法人健康都市活動支援機構による支援＞
①「ヘルシーパートナーズ事業」での企画、供給品の提供、講師の手配、イベントの開催等
②民間企業（機構の法人会員）と学術団体による産・官・学の連携
③機関誌「健康都市デザイン」と「ヘルシーパートナーズ」の購読（無料）
④健康都市とSDGsをテーマとするセミナーの受講（無料）
⑤病院を中心とする施設整備支援（2020年度）
⑥特定健診・特定保健指導支援／データヘルス分析・評価・計画支援（2020年度）

●お問い合わせ
松戸市健康福祉部　健康推進課
管理班　清水　
〒271-0072　千葉県松戸市竹ヶ花74-3
Tel.047-366-7485　 Fax.047-363-9766　E-mail: mckenkou#city.matsudo.chiba.jp



様式 1 号 年  月  日

健康都市連合日本支部会員加盟申込書

健康都市連合日本支部長 様

健康都市連合日本支部規約第 7 条により、次のとおり加盟の申し込みをいたし

ます。

1、申し込みの区分 会員 ／ 協力会員

（ふりがな）

２、団体等の名称

（ふりがな）

３、団体等の代表者氏名

４、団体等に関する情報

人 口 人 （  年  月現在）

面 積  Km2 （  年  月現在）

世帯数 世帯 （  年  月現在）

・健康に関するこれまでの
施策・事業計画・研究実
績等

・健康に関する今後の取
り組み課題等

・その他団体等の取り組
みに関する説明

担当部課名

（ふりがな）

担当者氏名

所在地

TEL
FAX  

５
、
連 

絡 

先

E-mail  




